再々評価調書
１事業概要

	事業名
	都市計画道路堺港大堀線

	担当部署
	都市整備部 交通道路室 道路整備課 街路建設グループ（連絡先　06－6944－9280）

	事業箇所
	松原市天美我堂5丁目、北新町4丁目、天美南3丁目、天美南5丁目、天美南2丁目、天美南3丁目地内

	再評価理由
	再評価後5年が経過した時点で継続中。

	目的
	松原市域を東西に貫く主要幹線道路である主要地方道堺大和高田線や一般府道大堀堺線の慢性的な交通混雑を緩和するものとして、道路を新設整備する。

	内容
	道路築造

延長:1.0ｋｍ
幅員:16.0ｍ

・車道:2車線（3.5ｍ×2）

・自転車歩行者道:両側（4.0ｍ×2）
西除川渡河橋1橋

近鉄高架橋1橋

	事業費

（　）内の数値は前回評価時点のもの
	全体事業費：約102億円（約102億円）　　　     うち投資済事業費：約79億円

（内訳）調査費等約 8億円（約 8億円）　　　  （内訳）調査費等約 7億円

用地費　約70億円（約70億円）　　　　　　　 用地費　約69億円

　　　　　工事費　約24億円（約24億円）　　　　  　　 工事費　約 3億円

	
	【事業費の変更理由】

－
	【工事費の内訳】

道路築造工　　約8億円（約8億円）

西除川渡河橋　約5億円（約5億円）

近鉄高架橋　　約11億円（約11億円）

	事業費の変動要因
	近鉄南大阪線との立体交差部における高架橋の施工方法等に関して、近畿日本鉄道と協議中であり、今後、工事費変動の可能性がある。


	維持管理費
	約5百万円/年（国土交通省費用便益分析マニュアルにより算定）

	上位計画
	・大阪府都市基盤整備中期計画（改定版）（H17.3）
・大阪府無電柱化計画（H16.3）

	関連事業
	－


２事業の必要性等に関する視点
	
	【計画時点H7】
	【再評価時点H17】
	【再々評価時点H22】
	【変動要因の分析】

	事業目的に

関する諸状況
	【周辺道路の状況】
大堀堺線

・自動車交通量:
8,484台/24時間
堺大和高田線

・自動車交通量:
17,591台/24時間
（H6交通センサス）
	【周辺道路の状況】
大堀堺線

・自動車交通量:
8,852台/24時間
堺大和高田線

・自動車交通量:
18,943台/24時間
（H11交通センサス）
	【周辺道路の状況】
大堀堺線

・交通量:9,080台/24時間
堺大和高田線

・交通量:18,873台/24時間
（H17交通センサス）
	－

	地元等の

協力体制等
	松原市域の東西方向の交通混雑の緩和を図るため、早期整備が望まれている。
	交通量が増加しており、依然として交通混雑していることから、早期整備が望まれている。
	依然として交通量が多く、交通混雑していることから、早期整備が望まれている。
	－

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	費用便益の測定手法が確立されておらず、算出していない。
	B/C:4.19
B（便益）:471.5億円

C（費用）:112.6億円

国土交通省「費用便益分析マニュアル」（平成15年8月）により算出。
	B/C:1.41
B（便益）: 172 億円

C（費用）:121.6億円

国土交通省「費用便益分析マニュアル」（平成20年11月）により算出。
	平成20年11月の「費用便益分析マニュアル」改定に伴う費用便益分析方法の変更により便益が減少。

	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
	・歩車道分離による歩行者、自転車の安全確保。
・物流の効率化の支　

　援。
・地域間交流連携の強化。
・十分な幅員が確保された歩道による快適性の向上。
・近鉄河内天美駅へのアクセス性向上。
	・歩車道分離による歩行者、自転車の安全確保。
・物流の効率化の支　

　援。
・地域間交流連携の強化。
・十分な幅員が確保された歩道による快適性の向上。
・近鉄河内天美駅へのアクセス性向上。
	・歩車道分離による歩行者、自転車の安全確保。
・物流の効率化の支
　援。
・地域間交流連携の強化。
・十分な幅員が確保された歩道による快適性の向上。
・近鉄河内天美駅へのアクセス性向上。
	－


	
	【計画時点H7】
	【再評価時点H17】
	【再々評価時点H22】
	【変動要因の分析】

	事業の進捗状況

＜経過＞

①事業採択年度

②事業着工年度

③完成予定年度
	①H8年度

②H8年度

③H14年度
	①H8年度

②H8年度

③H22年度
	①H8年度

②H8年度

③H28年度
	財政再建プログラム（案）による公共事業費削減のためペースダウンして整備中しているため、遅延。

	＜進捗状況＞
	－
	・用地86％

・工事0％
	・用地99％

・工事31％
	－

	事業の必要性等に関する視点における判定（案）
	公共事業費削減の影響により、完成予定が6年遅れとなる見込みだが、周辺道路は依然として混雑しており、必要性に変化はないことから継続する。


３事業の進捗の見込みの視点

	今後の見通し
	平成22年度から23年度に西除川渡河橋、24年度に近鉄高架橋を施工する予定であり、平成28年度の完成を見込んでいる。

	事業の進捗の見込みの視点における
判定（案）
	大幅にペースダウンしているが、平成28年度の完成に向け整備継続中である。事業費確保のほかには、今後の事業の支障となる要因は見込まれないため継続する。


４コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

	コスト縮減や代替案立案等の可能性
	工事の進捗は31％であるが、用地は99％取得済みである。別事業ではあるが、本整備区間の東端から国道309号までの約1ｋｍ区間は既に供用済みであることから、代替案立案の余地はない。

	コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点における
判定（案）
	現計画が最適であることから継続する。



５特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	周辺は市街地が形成されており、本事業において新たに自然環境に影響を与えることは無い。

	前回評価時の意見具申と府の対応
	－

	その他
	－


６対応方針（原案）

	対応方針（原案）
	○継続
＜判断の理由＞

財政再建プログラム（案）による公共事業費削減の影響で、完成予定は6年遅れる見込みであるが、事業費確保のほかに進捗の支障となる要因はなく、周辺道路は依然として混雑しており、必要性に変化はないことから継続する。




















